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アカデミーの役割アカデミーの役割アカデミーの役割アカデミーの役割アカデミーの役割

　日本学術会議で世界のアカデミーを調査する役
割を命ぜられ、７か所のヨーロッパのアカデミー
を訪問し、かつアメリカの現状を付け加えて報告
書を作成すると同時に、各国のアカデミーから４
人の首脳者を迎えてシンポジウムを開催した。
　どの先進国にもいわゆるアカデミーというもの
は存在する。一口に言うと、政府等から独立した
機関であり、独立・中立・公正を重んじ、科学技
術に関する重要な提言を提案している機関である。
もちろん、政府なり諸団体より依頼を受けて資金
の援助のなかで行うこともあり、ときには独自に
社会情勢を鑑みて提案を行う場合もある。
　日本では本年より総合科学技術会議が発足し、
国の科学技術政策を一元的に取り扱う機能が出来
上がった。また一方で各省庁にはその機能に応じ
て科学技術を取り扱う審議会、委員会等は存在す
る。それゆえ、そのほかにアカデミーは必要ない
という議論も聞かれるところである。
　しかしながら、わが国の総合科学技術会議、及
び各省庁の諮問機関に相当するものはどこの先進
国にも存在している。重要なことはそれに加えて
時の政府の施策に流されることなく、かつ大きな

国益をそして世界を認識して、研究者がその良心
に基づいて提言を行うアカデミーが別個に存在し
ている点にある。長い歴史のなかでこのアカデミ
ーの発言力はかなり大きなウエートを占めており、
しばしば国策の重要な部分を補うかたちで推進す
る役割を演じている。
　各国のアカデミーはアカデミー会員が選ぶ優れ
た研究者の集団であり、高い位置付けがなされて
いる。最も重要な点は、尊敬される人たちの集団
となり得るかどうかで、これがアカデミー存亡の
課題と言える。1604年にイギリスのロイヤル・ア
カデミー・オブ・ロンドンが最初のものと言われ
ているが、19世紀後半にリンカーンによってつく
られたアメリカのアカデミーが、大きな影響力を
有するに至っている。会員はほとんど無給で仕事
をしているが、会員である誇りと周りからの尊敬
がインセンティブを醸し出していると言えよう。
　翻ってわが国の現状を考えてみたい。日本のア
カデミーは、ジャパン・アカデミーとしては日本
学士院がこれに相当する。現実には日本学士院は
優れた学者の栄誉機関で、実務は一切行わない場
所である。そのため、日本学術会議が世界のアカ
デミーに最も近い存在と言える。独立・中立・公
正という面では、国の資金で運営されているにも
かかわらず、十分その意義をもち得ていると言え
るが、残念ながら各国のアカデミーのような強い
影響力を行使するには至っていない。
　それは歴史的にまだ日が浅いという面と3年ご
とに会員を学会単位で選出するという選出法、そ
してパーマネントな身分にはなり得ていないこと、
また、外国人会員等を有していないこと等、世界
のアカデミーと異なる面が強調されよう。
　もう一つの特徴は、日本の学術会議は自然科学
のみならず、人文科学、社会科学を包含したもの
である。世界にはこのような例がなく、これが21

岸　　　輝雄岸　　　輝雄岸　　　輝雄岸　　　輝雄岸　　　輝雄

          TODAYTODAYTODAYTODAYTODAY

独立行政法人　物質・材料研究機構

理事長

財団法人財団法人財団法人財団法人財団法人          金属系材料研究開発センター金属系材料研究開発センター金属系材料研究開発センター金属系材料研究開発センター金属系材料研究開発センター 2001.52001.52001.52001.52001.5 NoNoNoNoNo．．．．．111117575757575

科学技術推進で日本に欠けているもの　科学技術推進で日本に欠けているもの　科学技術推進で日本に欠けているもの　科学技術推進で日本に欠けているもの　科学技術推進で日本に欠けているもの　



22222

　　　　　「「「「「鉄鉄鉄鉄鉄系系系系系スススススーーーーーパパパパパーーーーーメメメメメタタタタタルルルルル」」」」」の研究開発状況の研究開発状況の研究開発状況の研究開発状況の研究開発状況
研究開発部　城田良康　城田良康　城田良康　城田良康　城田良康

          JRCM REPORTJRCM REPORTJRCM REPORTJRCM REPORTJRCM REPORT

世紀を俯瞰した日本の学術会議の一つの特色であ
り、先見性とも言える。しかしその裏返しで、方
法論の違う自然科学と、人文・社会科学との合同の
議論で大きなエネルギーを消費し、社会に素早く
対応することの遅れが多々指摘される場合もある。
　しかしながら世界の現状を見るに、50年の歴史
で育った日本学術会議とは別組織で、自発的なア
カデミーを創成し機能する事態を迎えるにはまた
何十年かを費やしてしまい、変化の多い科学技術・
産業技術政策に後れを取ることは明らかである。
それゆえ、学術会議が政府機関という現状には考
えるべき点を残すとしても、当面内閣府等の高い
レベルに配置し、会員選出法等に大きなメスを入
れ、独立・中立・公正な立場からの研究者による
提言の場を確保することが急務と言えよう。
　わが国においても国家産業技術戦略及び科学技
術基本計画等、未来を見据えたいくつかの科学技
術政策が提言され、実行されている。これらを長
期的に支え、かつ並列したかたちで学者の良心か
ら出る提案勧告書が存在しないことには、環境・
エネルギー等の負の遺産の長期的視野に立つ解決、
そして生命倫理等のこれからの問題を全人類的に
解決するにはお寒いと言わざるを得ない。

材料戦略のあり方材料戦略のあり方材料戦略のあり方材料戦略のあり方材料戦略のあり方
　このような状況で材料に絞って考えてみたい。
化学技術戦略推進機構(JCII)が化学・高分子材料

を中心に、そしてＪＲＣＭが経団連、経済産業省の
産業技術戦略のうちの材料国家産業戦略の事務局
を引き受ける等、いくつかの活躍がなされており、
科学技術庁(現文部科学省)等の物質・材料研究の
あり方等の報告書がこの1、2年提出されている。
　しかしながら、今重要なことは前に述べたよう
に研究者による独立・中立・公正な立場からの提
言が必要になる。この中心になり得るのはやはり日
本学術会議の金属研究連絡委員会、材料研究連絡
委員会、化学工学研究連絡委員会に負うところが大
きい。それゆえ材料に関係する学協会及びＪＲＣＭ
等の各機関が支援するかたちで、学術会議のなか
に材料アカデミーに相当するものを打ち立てるの
が重要と思われる。資金及び事務局等はいくつか
の法人団体等が支援することは構わないが、最終
的な中立性を保ち高いレベルの提言が望まれると
言えよう。
　幸い今期（18期）学術会議においては、社会・
産業・材料という専門委員会が発足し、金属・セ
ラミックス・高分子を俯瞰した研究戦略を打ち出
そうと計画している。既存の数多くの戦略、政策
の提案の上をいく研究者による提案がなされるこ
とを期待しているとともに、努力したいと考えて
いる次第である。
　いずれにしろ、材料の分野でも万人が認めるよ
うな研究者による提言機関の設置が重要なことを
強調したい。

１．１．１．１．１．はじめにはじめにはじめにはじめにはじめに

　近年、金属素材に対して強度、靱性、
耐食性、耐久性等の機能の高度化と、
地球環境問題対応として、省資源・省
エネルギー、リサイクル性が強く求め
られるようになった。これらの観点か
ら、1993年度より工業技術院資源・金
属材料分野研究会に「メゾスコピック
構造制御分科会」が設置され、その後

95年度から2年間の「スーパーメタル

先導研究」を経て、97年度に新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

のプロジェクト（5年間）として「スー

パーメタル技術開発」が開始された。

　ＪＲＣＭでは「鉄系スーパーメタル」

「アルミニウム系スーパーメタル」の

2プロジェクトを受託した。鉄系では、

新日本製鐵㈱、日本鋼管㈱、川崎製鉄

㈱、住友金属工業㈱、㈱神戸製鋼所の

5社で研究体を組織し、産学官連携を

有効に図り研究開発を進めている。

22222．．．．．研究開発目標とその手段研究開発目標とその手段研究開発目標とその手段研究開発目標とその手段研究開発目標とその手段

　鉄系スーパーメタルの目標は「均一
な複相組織化によって、結晶粒径1μm
以下でかつ形状的に1mm以上の厚さを
もつ微細組織鋼の創製技術を確立する」
ことである。このためには、①変態や
再結晶の駆動力を効果的に高め、核の
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生成密度を飛躍的に増大させる、②生
成した核の粒成長を徹底的に抑制する
ことが必須であり、次の３項目を中心
に研究を進めている。
(1)大歪熱間加工による鋼材組織の超微
細粒化研究

　従来プロセスの延長線上で1パス当
たり50%以上、真歪でε＝0.7以上の大
歪加工を付加する加工熱処理法の基礎
研究と、それらの大型試験圧延機によ
る実証。
(2)強磁場中加工熱処理による鋼材組織
の超微細粒化研究

　歪エネルギー以外の外部エネルギー
として強磁場利用による鋼の超微細粒
化について基本原理の追究と実証。
(3)超微細複相組織鋼の組織・材質予測
研究

　超微細複相組織鋼を構成する各相の
力学的データーベースの構築及び最適な
加工条件や複相組織を明らかにするた
めの、計算科学による組織・材質予測
研究。

33333．．．．．研究開発成果研究開発成果研究開発成果研究開発成果研究開発成果

3.13.13.13.13.1　大歪加工による超微細粒化機構　大歪加工による超微細粒化機構　大歪加工による超微細粒化機構　大歪加工による超微細粒化機構　大歪加工による超微細粒化機構
　3つの超微細組織の生成機構(図－
1)を見いだし、鉄鋼材料において１μm
以下の超微細粒化への道筋が明確にな
った。
(1)準安定オーステナイト(γ)領域で
の大歪加工

　加工前の冷却速度を高める(10K/s→
50K/s)ことで、500℃近傍でもγ相が

実現されることを見いだした。この低
温γ域では拡散が遅くなるために、通
常はベイナイト(B)やマルテンサイト
(α’)変態のみが生じるが、これに大歪
加工を付与することでα変態がこの低
温域で誘起されることを明らかにした。
この歪誘起極低温拡散変態の利用で、
低炭素鋼でα結晶粒径を1μm以下にす
ることを可能にした。
(2)α領域または複相組織領域での大歪
加工

　600～700℃のα相にセメンタイト(θ)
やTiC等の第2相を分散させた複相
組織に大歪加工を加えることで、第2
相を核として動的再結晶が生じ、0.5～
１μmの超微細粒が生成することを見い
だした。動的再結晶は静的再結晶に比
べて低温領域で生じ、歪の増加に伴う
隣接粒間の方位差が大きくなること等
により、1μm以下の超微細粒化が達成
されると考えられる。
(3)α領域での加工発熱誘起逆変態
　α領域での大歪加工による発熱を急
速加熱手段とした逆変態により、結晶
粒径を1μm以下に超微細粒化できるこ
とを見いだした。この加工発熱誘起逆
変態は、大歪加工時の急速加熱時に、
逆変態時の粒成長が極限的に抑制され、
導入された格子欠陥により短時間で拡
散型逆変態が生じるという２つの効果

で発現したと考えられる。

3 . 23 . 23 . 23 . 23 . 2　試験圧延機による超微細粒化　試験圧延機による超微細粒化　試験圧延機による超微細粒化　試験圧延機による超微細粒化　試験圧延機による超微細粒化

の検証の検証の検証の検証の検証
　新日本製鐵㈱鉄鋼研究所（富津）に

試験圧延機を設置し、前述した3機構
の検証をより大きな試料で行った。その
結果、厚さ5㎜×幅100㎜×長さ2,000
mm の試料で板厚方向均一に１μm以下
の超微細組織鋼板製造を実証するとと
もに、鋼材諸特性を工業的に評価でき

る試験片の提供を可能にした。

3 . 33 . 33 . 33 . 33 . 3 　超微細粒化鋼の特性評価　超微細粒化鋼の特性評価　超微細粒化鋼の特性評価　超微細粒化鋼の特性評価　超微細粒化鋼の特性評価

　500MPa 級相当組成の鋼に大歪加工
を適用し、約1μmの超微細粒化鋼にす
ることで、強度が900MPa級に増大し、
延性脆性破面遷移温度(vTrs)は－196
℃以下と従来に比べおよそ200℃も改善
され、いずれもホールペッチの法則に
従うことを確認した。結晶粒の超微細
化により伸びの低下が懸念されたが、
α相とα’相との複合化により、強度900
MPaで25％の伸びを達成した(図－2)。
　また、3 % C - 9 % N i 鋼に加工発熱
誘逆変態法を適用することで得られた
1μm未満の超微細α’鋼の強度と一様
伸びは各々 2,000MPa と 7% 以上で、
本成分系の通常のα’鋼に比べ約300
M P a の強度上昇及び同等の延性が確

認された。

3 . 43 . 43 . 43 . 43 . 4　強磁場利用研究　強磁場利用研究　強磁場利用研究　強磁場利用研究　強磁場利用研究

　高周波誘導加熱、圧延ダイス、12テ
スラの超電導磁石を直線上に配置した
ボアー径100mmの強磁場中加工熱処理
装置（川崎製鉄㈱技術研究所（千葉））
を用い、磁場中での組織制御の研究を
実施した。
　これまでの研究では、γ→α及びα→
γ変態初期に磁場を印加すると、磁場

準安定γの大歪加工 複相組織の大歪加工 加工発熱誘起逆変態
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図－ 1　大歪加工による超微細粒化機構
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方向に配向した組織が形成され(図－
3)、この配向組織形成速度は事前の圧
延加工で促進されることを明らかにし
た。また、その配向組織材を配向方向
に圧延し、再結晶させると非磁場処理
材に比べ均一・等軸かつ、より微細粒

化することが確認された(図－4)。

3 . 53 . 53 . 53 . 53 . 5 　組織　組織　組織　組織　組織・・・・・材質予測研究材質予測研究材質予測研究材質予測研究材質予測研究

　組織予測研究では、材料の変形に伴

い材料中に導入される歪エネルギーは、
ミクロ的に不均一になり、それに起因
して再結晶核が形成される。従来のマ
クロ手法である有限要素法を拡張した
多結晶塑性法を利用した結晶粒内のミ
クロ歪分布を評価する手法を開発し、

再結晶核及び粒成長をモンテカルロ法
でシミュレートするプロトタイプモデ
ルを開発した。　
　材質予測研究においては、均質化法
をベースに超微細複相組織鋼の機械的
特性を評価する手法の研究を進めてい
る。特に、伸び特性を向上させるうえ
で、第2相の形態、分布、量、形状等
の最適な制御指針を提示することを目
指している。現在までにプロトタイプ
モデルを作製している。

4.4 .4 .4 .4 . まとめまとめまとめまとめまとめ

　鉄系スーパーメタルプロジェクトの
4年間の精力的な研究により、当初の

目標を達成したと言える。

　これらの指導原理は、従来歪蓄積が

むずかしかったロール圧延法による超

微細粒化を可能とする汎用性のある原

理であり、世界最先端の研究成果と考

えられる。

　プロジェクトの最終年度となる平成

13年度はさらに超微細粒化機構の実証

及び疲労、耐食性等の鋼特性の調査・

把握を進める。また、この超微細粒鋼

の特性を生かした適用分野についての

検討及び、本成果の工業化を目指した

プロセスウインドウ拡大のため、調査

研究や課題整理を進めていく予定であ

る。　　　　
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内容に関するご意見、ご質問はJRCM 総務課までお寄せください。
本誌は地球環境保全を考慮し再生紙を使用しています。
本書の内容を無断で複写複製転載することを禁じます。

　ＪＲＣＭでは、平成13年度より企画機
能を強化し、総務企画部企画グループ
において、テーマ企画のためのニーズ
(公的施策)・シーズ(テーマ案)調査に
精力的に取り組んでいます。また、相
互協力の精神から、賛助会員に対する
サービスを一層充実しつつあります。
　このたび、国や新エネルギー・産業
技術総合開発機構(ＮＥＤＯ)、科学技術
振興事業団(ＪＳＴ)等の公的機関による
「補助金・助成金」「出資・融資・債務保
証」「税制」などの各種公的施策を、ユ
ーザー側の視点に立って１冊のハンド
ブック（Ａ4版、122頁）にまとめました。

　本ハンドブックは、公的施策をより多く
の企業が理解し活用するための一助と
して、わかりやすく解説したものです。
　賛助会員には技術窓口の方を通して
配布いたしました。一般にも配布でき
ますので、ご希望の方は総務課(TEL
03-3592-1282)までお問い合わせくだ
さい。
　また、本ハンドブックの内容は、ホ
ームページ(http://www.jrcm.or.jp/)
に掲載しております。併せてご利用の
ほどお願いします。
(掲載している施策項目の一例は5頁
をご覧ください。)
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